
［児童扶養手当］  平成17年10月19日  

生活保護糞及び児童扶養手当に関する関係者協議会  

共同作業における議論のまとめ  

1離婚率等の社会的要因、有効求人倍率等の経済・雇用情勢の影響につ   

いて   

児童扶養手当の受給の動向には、離婚率・離別率、有効求人倍率・失業率、常用  

雇用率等、社会的要因や経済・雇用情勢が極めて大きな影響を及ぼしている。  

2 地方自治体における就業■自立支援の取組状況等について   

母子家庭の就業・自立支援については、平成15年度から事業が始まったと  

ころであり、積極的な取り組みにより就業実績をあげている自治体がある一方、  

事業化がなされていない自治体があるが、年々その実施団体数は増加している。   

個別の事例を見れば、就業や収入増加を通じて児童扶養手当の受給額の減少  

に結びつける効果をあげている地方自治体もあり、就業・自立支援の取り組み  

を更に進めていくことが重要である。   

なお、就業・自立支援の取り組みが進み、安定した就労が確保されていくこ  

とにより受給者の減少につながる効果が期待できるという見方もあるが、母子  

家庭の8割以上が就業している中、母子家庭を取り巻く雇用環境が厳しい現状  

においては、常用雇用への転換などにより受給者の減少につながる効果は限定  

的であるという見方もある。  
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